
加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 私立幼稚園助成事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和53年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 06 

目 02 

細  目 020  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
私立学校法、加古川市私立幼稚園助成条例、加古川市私立幼稚園助成条例施行
規則

現 状 と 課 題

市立幼稚園では、平成２４年度より全幼稚園で４歳児学級を実施した。これに
合わせ、本制度についても４・５歳児の教育振興のための制度となるよう改正
し、４・５歳児を対象とし助成した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

私立学校法の規定に基づき、市内に学校教育法に規定する幼稚園を設置する学
校法人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

対象幼稚園に在籍する加古川市の住民基本台帳に記載された４歳児及び５歳児
を対象とし、市立幼稚園における園児一人あたりの教育活動費に準じた額を対
象者数に応じて助成する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

私立幼稚園に通う園児に対する幼児教育振興を図る

3,2003,1904,587

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,200

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

市内私立幼稚園２園に対し、４・５歳児の園児数に基づき助成を実施。この助
成により、私立幼稚園就園者と市立幼稚園就園者との住民サービスの公平性を
担保することができた。令和元年１０月から実施された幼児教育・保育の無償
化により、保護者の経済的負担を増大させることなく、教育環境の向上等を目
的とした保育料の引き上げを行うことが可能となったため廃止。

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,200

そ の 他 特 財

令和元年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

幼稚園費

教育指導費

私立幼稚園助成事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 私立幼稚園助成事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

団体

円

対 象 指 標 名

市内に幼稚園を設置す
る学校法人数

223

成 果 指 標
分 析 結 果

市内私立幼稚園全園、当市の在園児すべてに対し助成が行われた。助成の範囲、私立幼稚園
における幼児教育に対する助成が予算の範囲内に適切に実施されたかを図る指針として妥当
である。

私立幼稚園に在籍する
加古川市民の園児数

人 320319490

活 動 指 標
分 析 結 果

市内２私立幼稚園に在籍する園児のうち、加古川に居住する園児
が約８割在籍している。その在籍園児を対象とし補助金を適切に
算定している。

助成対象学校法人数

目 標 値

2

目標年度

令和元
年度

223

私立幼稚園助成額 3,410,000令和元
年度

3,200,0003,190,0004,586,927

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

団体

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和54年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、加古川市就学援助規則

現 状 と 課 題

認定者数については、少子化により児童数が減少傾向であることから大きな増
加は見られないが、景気の動向により、認定率はわずかではあるが、減少傾向
にある。また、近年、就学に係る費用の実情にあわせて、援助項目・単価の見
直しが行われている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の経済的に就学が困難な小学校に就学する児童

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

保護者に対して教育に係る費用の一部を援助する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

当該世帯における義務教育を担保する

106,269109,589114,818

国 庫 支 出 金 159

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 106,110

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

学校教育法第１９条の規定に基づく市の役割として、経済的な理由により就学
が困難な児童に対し、教育にかかる費用の一部を援助することで義務教育を担
保している。教育環境を整備するための非常に有益な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 106,269

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

小学校就学奨励事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

人

％

対 象 指 標 名

市内小学校の児童数 14,41814,57414,557

成 果 指 標
分 析 結 果

全児童数の約１１％の児童に対し、就学に必要な援助を行った。

就学援助申請児童数 人 1,6871,7671,772

活 動 指 標
分 析 結 果

全児童数の約１２％の児童が就学援助を必要としている。

就学援助認定児童数

目 標 値

1,637

目標年度

令和2年
度

1,6241,7201,734

就学援助認定率（小学
校）

11.6令和2年
度

11.311.811.9

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和54年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、加古川市就学援助規則

現 状 と 課 題

認定者数については、少子化により生徒数が減少傾向であることから大きな増
加は見られないが、景気の動向により、認定率はわずかではあるが、減少傾向
にある。また、近年、就学に係る費用の実情にあわせて、援助項目・単価の見
直しが行われている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の経済的に就学が困難な中学校に就学する生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

保護者に対して教育に係る費用の一部を援助する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

当該世帯における義務教育を担保する

54,14251,86367,618

国 庫 支 出 金 359

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 53,783

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

学校教育法第１９条の規定に基づく市の役割として、経済的な理由により就学
が困難な生徒に対し、教育にかかる費用の一部を援助することで義務教育を担
保している。教育環境を整備するための非常に有益な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 54,142

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

教育振興費

中学校就学奨励事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

人

％

対 象 指 標 名

市内中学校の生徒数 6,9277,0647,260

成 果 指 標
分 析 結 果

全生徒数の約１２％の生徒に対し、就学に必要な援助を行った。

就学援助申請生徒数 人 8358881,027

活 動 指 標
分 析 結 果

全生徒数の約１２％の生徒が就学援助を必要としている。

就学援助認定生徒数

目 標 値

810

目標年度

令和2年
度

8068681,010

就学援助認定率（中学
校）

11.6令和2年
度

1212.313.9

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いのちと心サポート教育研究事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 076  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン、教育アク
ションプラン

現 状 と 課 題

インターネットやメール等によるいじめ問題も増加している。また、自分を大
切にすることができるよう、自己肯定感を育むことは重要であり、自他のいの
ちと心を大切にする教育は、現在、最も求められている教育の一つである。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

自他の命を大切にする子どもの育成を目ざした取組を指定ユニットで行い、そ
の内容や成果を全市に広げる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

命を大切にし、心豊かな幼児・児童・生徒の育成を図る。

225138223

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 225

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

社会問題となっているいじめ問題等の解決に向けて、自他のいのちと心を大切
にする教育は喫緊の課題であり、今後も継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 225

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

いのちと心サポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いのちと心サポート教育研究事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

22,88423,37523,982

ユニット参加校園数 校園 106104103

成 果 指 標
分 析 結 果

学校のきまりを守っていると考えている児童生徒の割合は増加しており、いじめはいけない
と思う児童生徒の割合も全国平均を超え、高い数値を維持している。今後も、自他のいのち
と心を大切にする子どもの育成に向けて、継続的な取組が重要である。

いのちと心サポートに
取り組んだユニット数

ユニッ
ト

121212

活 動 指 標
分 析 結 果

いのちを大切にする教育に特化した取組をユニット単位で行うこ
とで、各発達段階に応じた教育を進めながら、連続した心の教育
を実施することができている。

学校のきまりを守って
いると思う児童生徒の
割合

目 標 値

70

目標年度

令和4年
度

67.460.359.9

いじめはいけないこと
だと思う児童・生徒数
の割合

90令和4年
度

8585.179.6

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 心の絆プロジェクト事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 076  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン、教育アク
ションプラン

現 状 と 課 題

いじめ防止は喫緊の課題であり、児童生徒が自ら主体的に活動し、未然に防止
する活動は大変重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「心の絆宣言」をもとに、児童会・生徒会を中心にした自主的な心の絆を深
め、活動を行い、児童生徒の自己肯定感を育む。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

望ましい人間関係、居場所、集団作りなど子どもたちの心の絆を深める。

697741759

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 697

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

各校において、特色を生かしながら児童会生徒会を中心に、様々な活動を展開
している。その取組成果をいじめ防止市民フォーラムや加古川教育フォーラム
等において発信している。さらに充実した活動となるよう、取り組んでいく必
要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 697

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

いのちと心サポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 心の絆プロジェクト事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内児童・生徒数 21,41021,70121,878

成 果 指 標
分 析 結 果

「自分にはよいところがある、どちらかといえばある」と回答した児童生徒の割合は減少し
ているが、全国よりも高い水準となっている。また、「人の役にたつ人間になりたい」と回
答した児童生徒の割合は増加しており、成果が見られる。今後も児童生徒による主体的な活
動のさらなる充実を図っていき、引き続き児童生徒の心の絆を深める必要がある。

「心の絆宣言」５項目
全て実施学校数

校 404040

活 動 指 標
分 析 結 果

全ての学校が心の絆宣言に基づいた取組を各校の特色をいかし
て、行っている。

自分にはよいところが
ある、どちらかといえ
ばあると思う児童生徒
数の割合

目 標 値

85

目標年度

令和2年
度

81.985.476.2

人の役に立つ人間にな
りたいと思う児童生徒
の割合

78令和2年
度

76.274.568.1

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

- 376 -



加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 059  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

学習指導要領においても、校種間の連携の必要性が示され、子どもの連続した
学びや育ちを支援するうえで重要となってきた。さらに、社会の変化に対応で
きる子どもの育ちを支援するには、家庭や地域との協働が不可欠で、地域総が
かりの教育が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

本市内の認定こども園・幼稚園・保育所（公立法人を問わず）・小学校・中学
校・養護学校の幼児・児童・生徒、教職員、保育士、保護者、地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中学校区を一つの単位（ユニット）として、その地域の学校園が相互に連携
し、家庭、地域とも連携を図りながら子どもの連続した発達を支援する。校種
を超えた取組として、就学前の子どもが小学生と交流給食をしたり、中学生が
校区の幼児・児童と交流したりする。家庭・地域が連携した取組として、学校
運営協議会等と連携・協働したあいさつ運動などを実施する。また、学校園支
援ボランティアの大きな支援を得ている。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

就学前から継続、一貫して指導することで、小１プロブレムや、中１ギャップ
の緩和を図る。中学校区の実態に応じた特色ある取組を実施することで、地域
総がかり教育の推進を図る。

2,4592,8272,859

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 354

地 方 債

一 般 財 源 2,105

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

地域一体となって子どもたちの連続した学びと育ちを支える「中学校区連携ユ
ニット１２」を活用した取組は定着してきており、多くの成果をあげている。
今後は、これまでの取組をさらに充実させるとともに、各ユニットにおける
様々な教育課題を解決していくために、校種間における学習カリキュラムの連
携や学校園・家庭・地域との協働体制の充実を図り、地域に応じた特色ある取
組を継続し、「地域総がかりの教育」を一層推進していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,459

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

中学校区連携ユニット１２推進事
業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

人

％

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

22,88423,37523,982

市内教職員 人 1,5471,4831,562

参加校園数 校園 106104103

成 果 指 標
分 析 結 果

活動延べ人数はやや減少しているものの、ボランティア登録者数は増加しており、活発な支
援活動が続いている。不登校については、一定の効果は見られているが、昨年度よりも割合
が高くなっている。教員間の交流は全ユニットで実施されており、連携が図られている。

地域コーディネーター
数

人 191923

学校園支援ボランティ
ア数

人 2,9572,6192,010

活 動 指 標
分 析 結 果

学校園支援ボランティア数は大きく増加しており、学校園支援活
動が活発化している。今後、ボランティアと学校を繋ぐコーディ
ネーターの役割は一層重要となるため、地域コーディネーターの
ユニット内複数配置を目指す必要がある。

学校園支援ボランティ
ア活動延べ人数

目 標 値

78,000

目標年度

令和2年
度

80,80184,22176,830

不登校生徒の割合 2令和2年
度

4.23.62.9

教員の小中交流を実施
した中学校区割合

100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いじめ防止啓発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 076  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン、教育アク
ションプラン

現 状 と 課 題

心豊かな児童生徒の育成には、学校による取組だけではなく、保護者や地域住
民との協働が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

いじめ防止啓発月間（９月）に重大事態に対する意識が風化しないように、ま
た、悲しい事態が二度と発生しないように、市民フォーラムの開催等、いじめ
防止啓発に取り組む。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校・家庭・地域が一体となり、児童生徒を見守り、いじめを未然に防ぐ取組
の充実を図る。

2981,1970

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 298

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

いじめ問題は喫緊の課題であり、学校・家庭・地域が一体となって、いじめを
未然に防止する取組は、大変重要であり、継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 298

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

いのちと心サポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いじめ防止啓発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内児童・生徒数 21,41021,7010

成 果 指 標
分 析 結 果

いじめはいけない、人の役に立ちたいと思っている児童生徒の割合は、どちらも全国平均を
上回っており、成果が見られる。いじめを許さない心豊かな児童生徒の育成に向けて、継続
して取り組んでいくことが重要である。

いじめ防止啓発月間に
未然防止活動に取り組
んだ学校数

校 41410

いじめ防止市民フォー
ラム参加者数

人 6006500

活 動 指 標
分 析 結 果

全学校において、いじめ未然防止に重点をおいた取組が実施され
ている。市民フォーラムへの参加者数は減少しているが、市民へ
の啓発を充実させるためにも、活動を充実させていくことが必要
である。

いじめはいけないこと
だと思う児童・生徒数
の割合

目 標 値

90

目標年度

令和4年
度

85850

人の役に立つ人間にな
りたいと思う児童生徒
の割合

80令和4年
度

7674.30

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 外国人児童生徒サポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 078  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

市内小中学校に在籍する１００名程度の外国人児童生徒のうち、約３０～
４０％は日本語指導を必要としている。特に在留期間の短い外国人児童生徒
は、他の児童生徒と円滑なコミュニケーションをとることも難しい。そのた
め、学校生活への早期適応を図るための支援が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

在留期間が１３ヶ月以上２４ヵ月未満の外国人児童生徒等※平成２９年度より
（平成２８年度までは在留期間が１９カ月以上２４か月未満の外国人児童生
徒）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対して、外国人児童生徒サポート員を
配置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教員等と外国人児童生徒等のコミュニケーションの円滑化を促すとともに、生
活適応や学習支援、心の安定を図るなど、学校生活への早期適応を促進する。

2,2482,0903,690

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,248

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

国際交流協会等と更に連携を図ったことにより、ボランティアによる学習支援
を進めている。今後も、対象となる外国人児童生徒等が、増加することが予想
されるため、サポート員の配置期間の変更や、ボランティア等を活用した学習
支援の充実について検討する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,248

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

外国人児童生徒サポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 外国人児童生徒サポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

対 象 指 標 名

在留期間２４ヵ月未満
の外国人児童生徒

101220

成 果 指 標
分 析 結 果

対象となる外国人児童生徒等へのサポート員の派遣に伴い、サポート員の人材確保は急務で
ある。

在留期間が１３ヶ月以
上２４ヶ月未満の外国
人児童生徒等

人 10120

活 動 指 標
分 析 結 果

対象となる外国人児童生徒等は減少しているが、今後の見込から
は増加することが予想される。

対象児童生徒への外国
人児童生徒サポート員
派遣の割合

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域とともにある学校づくり推
進事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 085  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、社会教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクショ
ンプラン

現 状 と 課 題

子ども達の連続した学びと育ちを支援していくためには、学校園・家庭・地域
が協働した取組が必要であり、その実現に向けて持続可能な仕組みづくりが求
められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内幼稚園・小学校・中学校・養護学校の幼児・児童・生徒、教職員、保護者
等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域とともにある学校園づくりを進めるため、学校運営協議会を設置したコ
ミュニティ・スクールを導入する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校園・家庭・地域が目ざす子ども像を共有し、その実現に向けて、協働する
仕組みを構築し、地域とともにある学校園づくりを推進する。

9582180

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 958

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域住民が学校園運営に参画する本事業は、これから大きく変化する社会を生
き抜くことができる子どもたちの育成に大変重要であり、さらなる充実が求め
られる。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 958

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

地域とともにある学校づくり推進
事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域とともにある学校づくり推
進事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

22,88423,3750

市内教職員 人 1,5471,4830

成 果 指 標
分 析 結 果

学校運営協議会による協議の結果、学校園・家庭・地域が協働した活動が充実していくと考
えられる。

学校運営協議会設置校
園数

校園 3310

活 動 指 標
分 析 結 果

本市において、令和３年度までに市内全ての小・中・養護学校へ
の学校運営協議会設置が順調に進み、計画を上回るペースで学校
運営協議会を設置したコミュニティ・スクールの導入が進んでい
ると考えられる。

学校運営協議会によ
り、教育活動の改善に
取り組んだ学校園の割
合

目 標 値

100

目標年度

令和3年
度

1001000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

- 384 -



加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 メンタルサポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成17年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 02 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

メンタルサポーター配置後、不登校やいじめ、問題行動等の未然防止や早期対
応に係る支援体制は充実した。しかし、不登校を引き起こす要因は複雑化して
おり、対応する職員の資質向上が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校の生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内全中学校に各１名、計１２名のメンタルサポーターを配置して、学級担任
等との家庭訪問や別室登校生に対する学習指導の補助、不登校生徒の学校復帰
の支援、相談活動の補助、関係機関との情報交換や連携、不登校対策に係る啓
発活動や研修会出席など、多面的に関わる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校生活に不適応を起こし、学校や教室に行きづらい生徒の居場所をつくると
ともに、家庭訪問等を通した生徒・保護者と教職員との橋渡し的な存在として
支援することで、対象生徒の心の安定と学校（教室）復帰を促す。

25,46725,53025,474

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 25,467

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

様々な課題に向き合っている学校現場において、不登校傾向にある生徒や学校
生活に不適応を起こしている生徒に対して、きめ細やかな対応ができるメンタ
ルサポーターの果たす役割は重要になっている。学校現場では、家庭訪問や教
育相談、学習指導の補助等として生徒や保護者と教職員の橋渡し的な存在とし
て大切な職務を果たしている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 25,467

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

教育振興費

メンタルサポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 メンタルサポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

人

対 象 指 標 名

市内中学校の生徒数 6,9277,0647,260

成 果 指 標
分 析 結 果

メンタルサポーターによる家庭訪問や別室利用者への支援を続けることで、再登校や落ち着
いた学校生活を送ることができた生徒も多く、妥当な指標であると考える。

メンタルサポーターに
よる家庭訪問回数

回 7911,2061,776

別室利用者数 回 8,3428,6636,666

学校間・関係機関との
連携状況数

回 362470485

活 動 指 標
分 析 結 果

全中学校にメンタルサポーターを配置して、不登校の未然防止や
不登校生徒の再登校を目指した取組として、メンタルサポーター
による家庭訪問回数や別室利用回数、学校間や関係機関との連携
状況数を指標とすることは、妥当な指標であると考える。

不登校を改善した延べ
人数

目 標 値

1,000

目標年度

令和2年
度

1,1571,251985

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 不登校児童生徒適応指導事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 07 

目 05 

細  目 030  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

不登校の要因として、発達の課題や複雑な家庭環境を背景とした「複合型」の
割合が増加している。不登校の要因・背景が多様化する中、ひきこもりの問題
（不登校の長期化）とも絡んで学校復帰への支援のみならず、社会的自立に向
けての支援が重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小中学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

適応指導教室「わかば教室」や小集団体験活動「アタック・ゴー」「ピア・ス
ペース」において、個に応じた自立支援及び学校復帰を目指した組織的な支援
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

心理的・情緒的要因等により不登校状態にある児童生徒を支援するため、在籍
校と連携を取りながら、一人ひとりの状況に合わせた学習指導や体験活動を提
供し、学校生活への復帰及び社会的な自立心の育成を目指す。

296367438

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 296

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

本事業により、不登校状態になった児童生徒の適応指導の場が保障され、児童
生徒を別室登校、教室復帰させるなどの不登校状態の改善が図られた点につい
て、評価することができる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 296

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

社会教育費

家庭教育費

不登校児童生徒適応指導事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 不登校児童生徒適応指導事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

人

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 14,41814,57414,557

市立中学校生徒数 人 6,9277,0647,260

成 果 指 標
分 析 結 果

適応教室や「アタック・ゴー」「ピア・スペース」に参加することで、学校の別室等を経由
して学校復帰したり、高等学校等へ進学した児童生徒もおり、妥当な指標であると考える。

適応指導教室在籍者数 人 412224

アタック・ゴー参加者
数

人 83104110

ピア・スペース参加者
数

人 768464

活 動 指 標
分 析 結 果

適応指導教室、小集団体験活動「アタック・ゴー」、体験活動
「ピア・スペース」は不登校児童生徒の学校復帰を目指した取組
みであり、その在籍者数や参加人数は、妥当な指標であると考え
る。

学校復帰者数及び進学
者数

目 標 値

10

目標年度

令和2年
度

191013

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いじめ防止対策評価検証委員会
運営事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 091  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
いじめ防止対策推進法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン、いじ
め防止対策評価検証委員会規則

現 状 と 課 題

市の「いじめ防止対策改善基本５か年計画」、及び各学校の「いじめ防止対策
改善プログラム」は、検証・改善を繰り返しながら実行していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小・中・特別支援学校の児童生徒、教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「加古川市いじめ防止対策評価検証委員会」を開催し、全市的な「加古川市い
じめ防止対策改善基本５か年計画」、及び各学校による「いじめ防止対策改善
プログラム」の取組状況の評価検証を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育委員会の附属機関として「加古川市いじめ防止対策評価検証委員会」を設
置し、検証・改善を繰り返しながらいじめ防止対策の推進を図る。

2562060

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 256

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

いじめ防止対策を有効かつ効果的に推進していくためには、市教委の加古川市
いじめ防止対策改善基本５か年計画をはじめ、各学校のいじめ防止プログラム
が確実に実行されることが必要不可欠である。そのため、第三者により評価・
検証を受けることは、意義のある取組であると考える。一方で、会議体での評
価・検証機会に加え、今後は教育現場の視察などを行い、これまでの取組が具
体化されているか評価・検証する必要があると考える。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 256

そ の 他 特 財

令和4年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

いじめ防止対策評価検証委員会運
営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いじめ防止対策評価検証委員会
運営事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

校

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 14,41814,5740

市立中学校生徒数 人 6,9277,0640

教員数 人 1,2671,2960

成 果 指 標
分 析 結 果

「いじめ防止対策評価検証委員会」による評価検証結果を踏まえ、各学校は「いじめ防止対
策改善プログラム」を改訂することで、より効果的にいじめ防止策を推進する必要があるた
め、改訂数は事業の成果を反映したものである。

委員会開催回数 回 330

活 動 指 標
分 析 結 果

委員会を開催し、市の「いじめ防止対策改善基本５か年計画」、
及び各学校の「いじめ防止対策改善プログラム」の取組状況を評
価検証し、改善しながら実行することが、より効果的な取組につ
ながるため、委員会開催回数を指標とすることは妥当である。

いじめ防止対策改善プ
ログラムの改訂数

目 標 値

41

目標年度

令和2年
度

41410

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スクールサポートチーム活用事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 089  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育アクションプラン

現 状 と 課 題

学校だけでは対応が困難な生徒指導上の問題等に対して、スクールサポート
チーム構成員の専門性を活かした助言等による「チーム学校」へのサポート体
制を充実させることが急務である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小・中・特別支援学校の児童生徒、教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

教育委員会に「スクールサポートチーム」を設置し、構成員の専門性を活かし
た助言等を通して、「チーム学校」をサポートする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校が抱える生徒指導上の諸問題の未然防止、早期発見、早期対応に向けた支
援を行う。

10,84611,6800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,846

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

学校で発生した諸問題に対し、学校からの要請に応じ迅速な対応が図れてお
り、事態の複雑化を未然防止する事ができており、今後も学校からの本事業へ
のニーズは高いと考えられる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,846

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

スクールサポートチーム活用事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スクールサポートチーム活用事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

％

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 14,41814,5740

市立中学校生徒数 人 6,9277,0640

教員数 人 1,2671,2960

成 果 指 標
分 析 結 果

学校だけでは対応が困難な生徒指導上の問題等について、構成員の専門性を活かした助言等
によるサポート体制を充実させることが重要であるため、学校からの要望への対応率は事業
の成果を反映したものである。

学校からの要請件数 件 102650

活 動 指 標
分 析 結 果

社会の変化と学校を取り巻く状況の変化に伴い、いじめや不登校
等の生徒指導上の問題がますます複雑化しており、より専門的な
対応が求められていることから、学校からの要請件数を指標とす
ることは妥当である。

学校からの要請への対
応率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

1001000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スクールソーシャルワーカー活
用事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 079  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

市では、就学援助率が平成２３年度から減少傾向にあるものの、依然として
３，０００名を超える子どもが援助を受けている。また、虐待に係る通告が毎
年３００件を超えており、学校だけでは解決できない問題を抱えた子どもの支
援を考える上で、関係機関と連携した対応が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内全１２中学校区の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内12中学校区に各１名のスクールソーシャルワーカーを配置し、校区内の学
校でスクールソーシャルワークを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術を有するス
クールソーシャルワーカーの活用を通して、児童生徒の抱える課題解決を図
る。

10,3776,6554,074

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 3,442

地 方 債

一 般 財 源 6,935

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

福祉の専門家としてスクールソーシャルワーカーが関係機関と連携・協働する
ことで、課題を抱える子どもの早期発見・早期対応が図られた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,377

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

スクールソーシャルワーカー活用
事業

- 393 -



加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 スクールソーシャルワーカー活
用事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

％

％

％

対 象 指 標 名

対象中学校区の小学校
児童数

14,41812,2417,885

対象中学校区の中学校
生徒数

人 6,9275,8063,934

成 果 指 標
分 析 結 果

福祉的な支援の必要な児童生徒の中で、不登校傾向にある割合は高く、妥当な指標である。

児童生徒の抱える問題
への延べ対応件数

件 1,324750512

スクールソーシャル
ワーカー訪問活動の回
数

回 1,240862721

活 動 指 標
分 析 結 果

福祉的な支援の必要な児童生徒への関わりとして、スクールソー
シャルワーカーが支援した児童生徒数と、訪問活動の回数を指標
とすることは妥当である。

小学校における不登校
率

目 標 値

0.3

目標年度

令和2年
度

0.580.530.46

中学校における不登校
率

2.5令和2年
度

4.243.552.89

児童生徒の抱える問題
の改善率

30令和2年
度

20.330.826.4

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 03 

細  目 076  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

いじめ問題や不登校対策の充実に加え、平成２９年度改正「いじめ防止基本方
針」ではさらに細かな配慮や対応が求められている。また、児童生徒の自殺予
防に係る取組の積極的な実施も急務となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小中学校の児童生徒、市内小中学校の教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「学校生活に関するアンケート（アセス）」、「心の相談アンケート」、「教
育相談」、「学校生活適応推進研修会」の実施、「相談行動促進（自殺予防教
育）リーフレット」を活用した教育の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

いじめ問題や不登校、自殺問題等の未然防止や早期発見・早期対応に向けた取
組の推進と充実を図る。

1,0452,5663,463

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 310

地 方 債

一 般 財 源 735

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

いじめや不登校問題の解決に向けた取組は継続的に行うことが重要である。そ
の基盤となるのが児童生徒理解であり、「学校生活に関するアンケート」や
「心の相談アンケート」はそのツールとして非常に有効である。また、研修に
より教職員の資質向上を図ることは、児童生徒支援に直結するものであり、教
育相談体制の充実にもつながるものである。さらに家庭の意識向上が早期発見
の近道であることは明白であるため家庭への啓発は欠かすことのできない取組
である

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,045

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育指導費

いのちと心サポート事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

％

％

人

対 象 指 標 名

市内小学校の児童数 14,41814,57414,557

市内中学校の生徒数 人 6,9277,0647,260

教諭数 人 1,2671,2961,253

成 果 指 標
分 析 結 果

学校生活に不適応を起こした児童生徒の改善に係る成果指標として、小中学校における不登
校率といじめの認知件数は事業の成果を反映したものである。

小学校３年生～中学校
３年生のアンケート参
加者数

人 16,85816,73716,960

活 動 指 標
分 析 結 果

児童生徒の不適応を未然防止するためには、児童生徒の発達段階
を考慮して、臨床データに基づくアセスメントや児童生徒に対し
アンケートを行うことが必要であるため、対象人数を指標とする
こと、また、教育相談は全児童生徒に実施するため対象指標は妥
当である。

小学校における不登校
率

目 標 値

0.3

目標年度

令和2年
度

0.580.530.46

中学校における不登校
率

2.5令和2年
度

4.243.552.89

いじめ認知件数 700令和2年
度

1,189676210

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

児童の発達段階に合わせた情報活用能力の育成、ＩＣＴを活用した学習活動の
充実が求められている。第３期教育振興基本計画では大型提示装置や学習者用
コンピュータの設置などの整備目標が掲げられた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎小学校へ通学する児童◎小学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎小学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い◎機器
更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

小学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

34,05638,95146,672

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 34,056

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

情報化社会が進む中、学校のコンピュータ整備は必要不可欠である。令和２年
度に整備されるギガスクールの進捗を踏まえつつ、パソコン教室に現在整備し
ている教育用コンピュータの活用方法を検討することでコストの削減が図れる
と考える。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 34,056

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

小学校管理費

小学校運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

％

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 14,41814,57414,557

教員数 人 800800779

成 果 指 標
分 析 結 果

教育用ＰＣ及び校務用ＰＣともに、順調に整備を進めることができ、学習環境の向上を図っ
た。

教育用ＰＣ台数 台 1,3471,2881,247

校務用ＰＣ台数 台 940917918

活 動 指 標
分 析 結 果

教育用ＰＣ及び校務用ＰＣともに整備を進め、台数を増やすこと
ができた。

教育用ＰＣ１台当たり
の児童・生徒数

目 標 値

3.6

目標年度

令和2年
度

10.711.311.7

校務用ＰＣ整備率 122.4令和2年
度

117.5114.5117.8

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

生徒の発達段階に合わせた情報活用能力の育成、ＩＣＴを活用した学習活動の
充実が求められている。第３期教育振興基本計画では大型提示装置や学習者用
コンピュータの設置などの整備目標が掲げられた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎中学校へ通学する生徒◎中学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎中学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い◎機器
更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

28,62326,69423,685

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 28,623

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

情報化社会が進む中、学校のコンピュータ整備は必要不可欠である。令和２年
度に整備されるギガスクールの進捗を踏まえつつ、教育用コンピュータの活用
方法を検討することでコストの削減が図れると考える。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 28,623

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

中学校管理費

中学校運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

％

対 象 指 標 名

市立中学校生徒数 6,9277,0647,260

教員数 人 435446450

成 果 指 標
分 析 結 果

ＰＣの入れ替えを行うとともに、教育用ＰＣ及び校務用ＰＣの整備率を向上させ、学習環境
の向上を図った。

教育用ＰＣ台数 台 602587721

校務用ＰＣ台数 台 523509508

活 動 指 標
分 析 結 果

教育用ＰＣ及び校務用ＰＣともに整備を進め、台数を増やすこと
ができた。

教育用ＰＣ１台当たり
の児童・生徒数

目 標 値

3.6

目標年度

令和2年
度

11.51210.1

校務用ＰＣ整備率 122.4令和2年
度

120.2114.1112.9

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校コンピュータ管理
事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 04 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

支援方策を講じた情報端末を操作できるようにすることで、特に表現活動など
の主体的な学習を可能にし、多くの人々と接点をもてることで社会参加に向け
てのスキルを伸ばしていくことが重要である。第３期教育振興基本計画では大
型提示装置等の整備目標が掲げられた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎特別支援学校へ通学する児童生徒◎特別支援学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎特別支援学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い
◎機器更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

特別支援学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

1,4061,5981,273

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,406

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

情報化社会が進む中、学校のコンピュータ整備は必要不可欠である。令和２年
度に整備されるギガスクールの進捗を踏まえつつ、教育用コンピュータの活用
方法を検討することでコストの削減が図れると考える。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,406

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

特別支援学校費

特別支援学校管理費

特別支援学校運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校コンピュータ管理
事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

％

対 象 指 標 名

市内特別支援学校児
童・生徒数

616161

教員数 人 626164

成 果 指 標
分 析 結 果

教育用ＰＣ及び校務用ＰＣともに、順調に整備を進めることができ、学習環境の向上を図っ
た。

教育用ＰＣ台数 台 271313

校務用ＰＣ台数 台 676465

活 動 指 標
分 析 結 果

教育用ＰＣ及び校務用ＰＣともに整備を進め、台数を増やすこと
ができた。

教育用ＰＣ１台当たり
の児童・生徒数

目 標 値

3.6

目標年度

令和2年
度

2.34.74.7

校務用ＰＣ整備率 122.4令和2年
度

108.1104.9101.6

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園施設長寿命化計画策定事
業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 02 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

令和元年度からは、計画の策定状況を勘案した公立学校施設整備費の事業採択
が検討されており、財源確保の観点からも計画策定の必要性が増している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

小学校・中学校・特別支援学校・幼稚園

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市公共施設等総合管理計画の方針に基づき学校園施設長寿命化計画を策
定する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

建築基準法第１２条で定める点検や老朽化状況調査を実施し、その結果に基づ
いた効果的・効率的な施設の維持管理計画を立て、学校園施設において適切な
教育環境を維持していく。

14,17723,5560

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 14,177

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

平成３０年度に実施した建築基準法第１２条に定める点検及び老朽化状況調査
に基づき、学校園長寿命化計画を令和２年４月に策定した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 14,177

そ の 他 特 財

令和元年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

学校園施設長寿命化計画策定事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園施設長寿命化計画策定事
業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市内学校園数 58580

成 果 指 標
分 析 結 果

平成３０年度に実施した建築基準法第１２条に定める点検と老朽化状況調査を基に、学校園
施設長寿命化計画を策定した。

建築基準法第１２条の
点検を実施した学校園
数

校園 0580

老朽化状況調査を実施
した学校園数

校園 0580

学校園施設長寿命化計
画策定完了学校園数

校園 5800

活 動 指 標
分 析 結 果

平成３０年度に実施した建築基準法第１２条に定める点検と老朽
化状況調査を基に、学校園施設長寿命化計画を策定した。

建築基準法第１２条の
点検を実施した学校園
の割合

目 標 値

100

目標年度

令和元
年度

01000

老朽化状況調査を実施
した学校園の割合

100令和元
年度

01000

学校園施設長寿命化計
画策定率

0令和元
年度

10000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校園

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

学校施設の多くが建築後３０年以上経過し老朽化が進んでいるため、その対策
が急がれる。また、平成２８年４月１日に障害者差別解消法が施行されたこと
から、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその
基礎となる環境の整備について、検討を進める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

84,961341,665500,910

国 庫 支 出 金 18,195

県 支 出 金

地 方 債 35,800

一 般 財 源 7,666

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

老朽化対策と学校環境改善の両面から計画的に実施している。今後も継続して
中規模改修を計画的に盛り込み、事後保全から予防保全への転換に努める。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 84,961

そ の 他 特 財 23,300

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

小学校建設費

小学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市内小学校数 28280

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定通り実施することができ
た。

工事発注件数 件 121322

設計委託発注件数 件 024

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

設計委託発注率 100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
下水道法（昭和三十三年四月二十四日法律第七十九号）「第十条第一項」

現 状 と 課 題

平成３０年度に公共下水道が整備され、施設の排水（雨水を除く）を接続でき
るようになった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

西神吉小学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

合併浄化槽を廃止して、排水等を公共下水道へ繋ぎ込む。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設利用者の学習環境改善を図る。

1,8541,8350

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 1,300

一 般 財 源 554

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

計画に基づき、施設の合併浄化槽を廃止して排水等を公共下水道へ繋ぎ込む工
事を進めている。令和元年度に設計を行い、令和２年度に工事予定である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,854

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

小学校建設費

小学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

学校数 110

成 果 指 標
分 析 結 果

計画通り実施しており、妥当なものと考える。

工事実施学校数 校 000

設計委託発注件数 件 100

受益者負担金支出件数 件 010

活 動 指 標
分 析 結 果

下水道法「第１０条第１項」に基づき、施設の合併浄化槽を廃止
して排水等を公共下水道へ繋ぎ込む工事を進めている。平成３０
年度に下水道受益者負担金を払った。令和元年度に設計を行い、
令和２年度に工事予定。

工事実施率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

000

設計委託発注率 100令和元
年度

10000

受益者負担金支出率 100平成30
年度

01000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

282,17254,43277,015

国 庫 支 出 金 42,875

県 支 出 金

地 方 債 232,300

一 般 財 源 6,997

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託及び工事を予定通り実施することができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 282,172

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

小学校建設費

小学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市内小学校数 28280

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託及び工事を予定通り実施す
ることができた。

工事発注棟数 棟 511

設計委託発注棟数 棟 306

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

設計委託発注率 100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校空調設備導入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 02 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

近年は夏季に限らず５月、９月を含めて異常とも思える気温の上昇が頻発し、
児童の健康への影響が危惧されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

小学校２８校の普通教室、特別教室及び給食・配膳室

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

空調設備を導入する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

空調設備を設置することで、夏季における熱中症の危険から児童の健康を保護
し、より良い学習環境をつくる。

1,972,80100

国 庫 支 出 金 408,383

県 支 出 金

地 方 債 1,223,000

一 般 財 源 341,418

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

予定通り、令和２年１月から空調設備を稼働させる事ができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 1,972,801

そ の 他 特 財

令和元年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

小学校費

小学校建設費

小学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校空調設備導入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市内小学校数 28280

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年１月から空調設備を稼働させるために、工程表を作成し、着工しておく必要がある
学校の割合を満たすことができた。

工程表作成済学校数 校 0280

着工済学校数 校 090

空調設置完了学校数 校 2800

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年１月から空調設備を稼働させるために、必要な学校数の
工程表を作成することができた。

工程表作成済学校割合

目 標 値

100

目標年度

平成30
年度

01000

着工済学校割合 100令和元
年度

0320

空調設置完了率 100令和元
年度

10000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

学校施設の多くが建築後３０年以上経過し老朽化が進んでいるため、その対策
が急がれる。また、平成２８年４月１日に障害者差別解消法が施行されたこと
から、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその
基礎となる環境の整備について、検討を進める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

42,684147,521237,881

国 庫 支 出 金 8,039

県 支 出 金

地 方 債 18,900

一 般 財 源 3,445

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

老朽化対策と学校環境改善の両面から計画的に実施している。今後も継続して
中規模改修を計画的に盛り込み、事後保全から予防保全への転換に努める。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 42,684

そ の 他 特 財 12,300

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

中学校建設費

中学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 12120

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定通り実施することができ
た。

工事発注件数 件 8511

設計委託発注件数 件 042

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

設計委託発注率 100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

206,316176,01854,054

国 庫 支 出 金 39,118

県 支 出 金

地 方 債 164,200

一 般 財 源 2,998

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託及び工事を予定通り実施することができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 206,316

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

中学校建設費

中学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 12120

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託及び工事を予定通り実施す
ることができた。

工事発注棟数 棟 421

設計委託発注棟数 棟 401

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

設計委託発注率 100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校空調設備導入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 03 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

近年は夏季に限らず５月、９月を含めて異常とも思える気温の上昇が頻発し、
生徒の健康への影響が危惧されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中学校１２校の普通教室、特別教室及び志方中学校配膳室

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

空調設備を導入する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

空調設備を設置することで、夏季における熱中症の危険から生徒の健康を保護
し、より良い学習環境をつくる。

908,08400

国 庫 支 出 金 181,555

県 支 出 金

地 方 債 575,300

一 般 財 源 151,229

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

空調の稼働時期については、当初令和２年７月の稼働を予定していたが、事業
を前倒しして進めることで令和２年２月からから稼働することができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 908,084

そ の 他 特 財

令和元年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

中学校費

中学校建設費

中学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校空調設備導入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 12120

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年７月から空調設備を稼働させるために、工程表を作成し、着工しておく必要がある
学校の割合を満たすことができた。

工程表作成済学校数 校 020

着工済学校数 校 020

空調設置完了学校数 校 1200

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年２月から空調設備を稼働することができた。

工程表作成済学校割合

目 標 値

100

目標年度

令和元
年度

0170

着工済学校割合 100令和元
年度

0170

空調設置完了率 100令和元
年度

10000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 04 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

学校施設の多くが建築後３０年以上経過し老朽化が進んでいるため、その対策
が急がれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川養護学校に係る施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

4,82508,554

国 庫 支 出 金 1,624

県 支 出 金

地 方 債 3,200

一 般 財 源 1

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

令和元年度は、加古川養護学校コンクリートブロック塀撤去改修工事を実施し
た。今後も、施設の適切な維持管理に努めるとともに、教育環境の向上を図る
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,825

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

特別支援学校費

特別支援学校建設費

特別支援学校建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

対 象 指 標 名

工事発注件数 101

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 101

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

1000100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 06 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

施設全般の老朽化等の進行を計画的に改修することにより、安全で快適な学習
環境を確保する。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内公立幼稚園全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

18,33204,460

国 庫 支 出 金 5,317

県 支 出 金

地 方 債 12,700

一 般 財 源 315

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

建物の安全性を確保しながら、長期にわたり有効に活用されるよう、適切に維
持管理し環境を整備することが求められている中、老朽化への対策と学校環境
改善の両面から計画的に実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,332

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

幼稚園費

幼稚園建設費

幼稚園建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

対 象 指 標 名

工事発注件数 302

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な工事を予定どおり実施することができた。

工事発注件数 件 302

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

1000100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 加古川西地区

会  計 01 

款 10 

項 06 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
下水道法（昭和三十三年四月二十四日法律第七十九号）「第十条第一項」

現 状 と 課 題

平成３０年度に公共下水道が整備され、施設の排水（雨水を除く）を接続でき
るようになった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

西神吉幼稚園

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

合併浄化槽を廃止して、排水等を公共下水道へ繋ぎ込む。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設排水設備の整備を行う。

1,1053540

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 800

一 般 財 源 305

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

計画に基づき、施設の合併浄化槽を廃止して排水等を公共下水道へ繋ぎこむ工
事を進めている。令和元年度に設計を行い、令和２年度に工事予定である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,105

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

幼稚園費

幼稚園建設費

幼稚園建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

幼稚園数 110

成 果 指 標
分 析 結 果

計画通り実施しており、妥当なものと考える。

工事実施園数 園 000

設計委託発注件数 件 100

受益者負担金支出件数 件 010

活 動 指 標
分 析 結 果

下水道法「第１０条第１項」に基づき、施設の合併浄化槽を廃止
して排水等を公共下水道へ繋ぎ込む工事を進めている。平成３０
年度に下水道受益者負担金を支払った。令和元年度に設計を行
い、令和２年度に工事予定。

工事実施率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

000

設計委託発注率 100令和元
年度

10000

受益者負担金支出率 100平成30
年度

01000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

園

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 06 

目 03 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立幼稚園

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

17,446120,787194,303

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 12,600

一 般 財 源 4,846

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、改修を実施することができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 17,446

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

幼稚園費

幼稚園建設費

幼稚園建設事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市立幼稚園数 17180

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託を予定通り実施することが
できた。

工事発注件数 件 010

設計委託発注件数 件 200

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

0100100

設計委託発注率 100令和2年
度

1000100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

園

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食調理業務事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成14年度

事 業 区 分 ③固定経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 08 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法、学校給食法施行令、加古川市学校給食に従事する職員の取扱いに
関する規則

現 状 と 課 題

平成１４年度より、順次民間委託を進めており、令和２年４月現在で、給食調
理実施施設のうち、１７調理場（センターを含む）を委託化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

学校給食調理業務を実施している学校及び学校給食センター

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校給食調理業務を民間事業者に委託する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

民間事業者によって調理された給食を提供する。

359,393350,565319,225

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 359,393

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

平成１４年度以降、給食調理業務の委託化を推進しており、調理業務にかかる
経費の削減に繋げている。今後も調理師の雇用状況や栄養教諭の配置状況を考
慮しながら委託化の検討を進めていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 359,393

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

学校給食事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食調理業務事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

回

対 象 指 標 名

学校給食調理業務を実
施している施設数

272727

学校給食を喫食してい
る児童生徒数

人 14,84315,00014,833

成 果 指 標
分 析 結 果

令和元年度にスライサーの刃（千切円盤）の一部分が混入した給食を児童に提供する事案発
生（児童へのけがなし）。同様の事案が発生しないよう、児童への提供前の調理器具等の確
認及びマニュアルの遵守の徹底、報告書等の各種資料の修正、スライサーの刃の欠損等の確
認及び交換を行った。

学校給食調理業務を委
託している施設数

施設 181816

委託施設で調理された
給食を喫食している児
童生徒数

人 11,82511,89911,170

活 動 指 標
分 析 結 果

①平成１４年度より、順次民間委託を進めており、令和２年４月
現在では給食調理場２７校（センター受配校を除く）のうち、
１６校及び学校給食センターの合計１７調理場（６３％）を民間
委託している。②２年度給食喫食者数１４，５３４人のうち委託
調理喫食者数は１１，６１８人（８０％）となる。

重大な事故、インシデ
ントの発生回数

目 標 値

0

目標年度

令和2年
度

100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園医等配置事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 08 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校保健安全法、加古川市立学校学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の設置等
に関する要綱

現 状 と 課 題

新型インフルエンザ等感染症発生時の対応や、アレルギー疾患のある児童生徒
等の増加など、学校医等に相談すべき課題が多様化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小・中学校、幼稚園、特別支援学校に在籍する児童生徒等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校保健安全法の規定に基づき、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を委嘱し
配置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

児童生徒等の健康の保持増進及び学校環境衛生の保全を図る。

88,70690,05491,581

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 88,706

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

学校保健安全法に基づき、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を適切に配置し
ており、児童生徒等の健康の保持増進及び学校環境衛生の保全を図ることがで
きた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 88,706

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

保健体育費

保健体育総務費

学校保健事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園医等配置事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

校

％

対 象 指 標 名

市立学校園に在籍する
園児児童生徒数

22,24922,74023,132

市立学校園数 校 595960

成 果 指 標
分 析 結 果

学校保健安全法の規定により、全ての学校園に学校医等を配置した。

学校園医等配置数 人 298298304

学校園医等配置校数 校 595960

活 動 指 標
分 析 結 果

学校保健安全法の規定により、令和元年度は市内５９校園に
２９８名の学校医等を配置した。

学校園医等配置校数

目 標 値

58

目標年度

令和2年
度

595960

学校園医等配置率 100令和2年
度

100100100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 08 

目 02 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法

現 状 と 課 題

平岡中、氷丘中、神吉中、山手中、平岡南中、陵南中については日岡山学校給
食センターから、加古川中、中部中、浜の宮中、別府中に加え、志方学校給食
センターから配送している志方中、両荘中については、（仮称）神野台学校給
食センターから配送するよう準備を進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校給食センターを２ヶ所新設し、各学校の配膳室整備や研修など、中学校給
食が実施できるよう準備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内全中学校において給食が実施される。

212,363486,62996,414

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 122,600

一 般 財 源 89,763

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

施設・備品整備が順次完了するに伴い、事業費は縮小となる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 212,363

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

中学校給食準備事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 121212

成 果 指 標
分 析 結 果

日岡山学校給食センターと（仮称）神野台学校給食センターの建設準備を進めることができ
た。また、配膳室についても、全ての受配校で整備の目処が立ち、着実に準備を整えること
ができた。

中学校給食の準備完了
学校数（実施含む）

校 222

活 動 指 標
分 析 結 果

日岡山学校給食センターの建設工事に着工するとともに、（仮
称）神野台学校給食センターの事業者を決定し、契約締結と実施
設計の準備を進めた。また、配膳室については、平岡中、山手
中、平岡南中の整備を行うとともに、加古川中、浜の宮中、別府
中の設計を完了し、中部中の整備事業者を決定した。

中学校給食の実施率

目 標 値

100

目標年度

令和3年
度

17178

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 （仮称）神野台学校給食セン
ター整備事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 令和2年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 08 

目 02 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法

現 状 と 課 題

市内12中学校のうち、加古川中、中部中、両荘中、浜の宮中、志方中、別府中
の６校を受配校とする（仮称）神野台学校給食センターを建設している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

（仮称）神野台学校給食センター

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＤＢＯ方式による設計・建設・運営の一括発注を実施し、令和３年９月からの
供用開始を目指している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

（仮称）神野台学校給食センターを建設する。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

施設整備に要する費用を精査した結果のため、現状を維持しながら進めてい
く。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

中学校給食センター整備事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 （仮称）神野台学校給食セン
ター整備事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

％

対 象 指 標 名

（仮称）神野台学校給
食センター

000

成 果 指 標
分 析 結 果

建設工事の準備を着実に進めることができた。

（仮称）神野台学校給
食センター整備率

％ 000

活 動 指 標
分 析 結 果

整備・運営事業者を決定し、設計業務に着手した。

（仮称）神野台学校給
食センター整備率

目 標 値

100

目標年度

令和3年
度

000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 （仮称）日岡山学校給食セン
ター整備事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 08 

目 02 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法

現 状 と 課 題

市内12中学校のうち、平岡中、氷丘中、神吉中、山手中、平岡南中、陵南中の
６校を受配校とする日岡山学校給食センターを建設している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

日岡山学校給食センター

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＤＢＯ方式による設計・建設・運営の一括発注を実施し、令和２年９月からの
供用開始を目指している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

日岡山学校給食センターを建設する。

702,32600

国 庫 支 出 金 179,135

県 支 出 金

地 方 債 396,300

一 般 財 源 126,891

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

施設整備に要する費用を精査した結果であるため、現状を維持しながら進めて
いく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 702,326

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

中学校給食センター整備事業
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事 務 事 業 名 （仮称）日岡山学校給食セン
ター整備事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

％

対 象 指 標 名

日岡山学校給食セン
ター

000

成 果 指 標
分 析 結 果

当初予定していた整備率を達成した。

日岡山学校給食セン
ター整備率

％ 3900

活 動 指 標
分 析 結 果

建設工事に着工し、全体の39％を整備した。

日岡山学校給食セン
ター整備率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

3900

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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事 務 事 業 名 ネットワーク運用事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 04 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育情報セキュリティのための緊急提言（文部科学省）

現 状 と 課 題

全学校の個人情報が市役所本庁のセンターサーバに保管され、一括管理されて
いる。校務事務についても、全学校に統合型校務支援システムが導入されたこ
とにより、統一されている。ただし、システムの本格稼動により、ネットワー
ク回線にかかる負荷が増大している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内全学校（小・中・特別支援学校）及び教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

センターサーバー及び統合型校務支援システムの安定稼動

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

個人情報等の一括管理及び校務事務の統一化

59,65259,4478,371

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 59,652

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

文部科学省の示したガイドラインに則った形で整備が行われたため、一定の成
果を上げることができている。今後も学校情報セキュリティを確保するため、
社会情勢を視野に入れながら、学校ネットワーク及び統合型校務支援システム
の安定稼動に努めていくことが重要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 59,652

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

教育研究所費

情報教育推進事業
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事 務 事 業 名 ネットワーク運用事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

箇所

人

％

対 象 指 標 名

市立学校数 414141

成 果 指 標
分 析 結 果

業務の効率化について、肯定的な回答の割合が多く、一定の成果が得られている。

センターサーバー及び
校務支援システムの利
用学校数

校 414141

活 動 指 標
分 析 結 果

市内全学校で利用を開始したことにより、セキュリティの確保及
び校務事務の統一ができている。

整備作業完了拠点数

目 標 値

41

目標年度

平成30
年度

414141

学校ネットワークユー
ザ登録数

1,500平成30
年度

1,5001,4901,485

アンケートで「業務が
効率化した」と回答し
た者の割合

70平成30
年度

79690

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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